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平 成 27 年 6 月 4 日

株 主 各 位
大阪府東大阪市岩田町２丁目３番１号

代表取締役
社長 木 村 政 信

　

第91期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第91期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数なが

ら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、

平成27年６月25日（木曜日）午後５時までに到着するよう折り返しご送付ください。

敬 具

記

1. 日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時

2. 場 所 大阪府東大阪市岩田町２丁目３番１号

当会社 本社３階大会議室

3. 目的事項

報 告 事 項

第91期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

事業報告、計算書類、連結計算書類ならびに会計監査人

および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件(監査等委員会設置会社への移行について)

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額設定の件

第５号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお

願い申し上げます。

2. 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インタ

ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.tatsuta.co.jp）に掲載させていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

１ 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

当期における我が国経済は、消費税増税の影響および円安に伴う輸入品価格の

上昇による個人消費の低迷等はあったものの、比較的好調な企業収益や雇用・賃

金環境の改善等により、総じて緩やかな景気回復基調で推移いたしました。その

一方で、中国経済の減速懸念や長期に及ぶ欧州経済の停滞等の我が国経済に影響

を与えるリスク要因が存在し、個人消費が引き続き低迷していること等もあって、

依然先行き不透明感が拭えない状況が続いております。

この間における我が国の銅電線需要量は、自動車向けが弱含みで推移し、電力

向けおよび電気機械向けがほぼ横ばいとなった一方で、建設・電販向けが比較的

堅調に推移したため、全体としては前年を若干上回るものとなりました。また、

電子材料分野については、スマートフォン等の携帯端末向け需要について、中国

系ブランド向け需要の着実な伸展および有力ハイエンドモデル端末の好調な販売

に支えられ、引き続き順調に推移しました。

当期において当社グループは、このような環境下にあって引き続き効率的な生

産・販売活動を推進するとともに、将来を見据えた研究開発および新規事業開発

に注力する等、中長期的視点に立った事業全般にわたる競争力の強化のための各

種施策を進めてまいりました。

この結果、当期の連結売上高は550億２千８百万円（前年度比7.5%増）、連結営

業利益は53億７千４百万円（前年度比14.7%増）、連結経常利益は54億６千２百万

円（前年度比12.7%増）、連結純利益は33億４千９百万円（前年度比0.6%増）とな

りました。

次に、事業セグメント別の概況をご報告申し上げます。

　 ＜電線・ケーブル事業＞

電線・ケーブル事業の売上高は、銅建値が依然高水準を維持する中、建設・電

販などインフラ分野向けの販売が堅調に推移したとともに、連結会社の増加に伴

う売上高増等により、310億５千４百万円（前年度比5.1%増）となり、営業利益は

５億２千４百万円（前年度比6.6%増）となりました。
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　 ＜電子材料事業＞

主要製品である機能性フィルム等の導電機能性材料の販売は、競合環境の激化

に伴う販売価格の低下はあったものの、引き続き高水準の需要伸長が図られた状

況のもと、売上高は225億２千８百万円（前年度比11.2%増）となりました。また、

営業利益については、製品ラインナップ拡大のための試作費用および各種事業開

発関連費用等コスト面での増加はありましたが、53億３千６百万円（前年度比

13.6%増）となりました。

　 ＜その他＞

環境分析事業および機器システム事業などの既存事業が堅調に推移した中、医

療機器向け光関連部品の販売伸長により、売上高は14億７千万円（前年度比4.1%

増）、営業利益は２億５百万円（前年度比102.4%増）となりました。

　 なお、事業セグメント別の売上高は、次のとおりであります。

セグメント

平成25年度
(第 90 期)

平成26年度
(当 期)
(第 91 期) 前期比増減

売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比

電線・ケーブル事業 29,533
百万円

57.7
％

31,054
百万円

56.4
％

5.1
％

電 子 材 料 事 業 20,256
百万円

39.6
％

22,528
百万円

40.9
％

11.2
％

そ の 他 1,412
百万円

2.7
％

1,470
百万円

2.7
％

4.1
％

調 整 額 △23
百万円

△0.0
％

△25
百万円

△0.0
％

7.4
％

合 計 51,179
百万円

100.0
％

55,028
百万円

100.0
％

7.5
％

　

(2) 対処すべき課題

当社グループは、創業以来の基幹事業である電線・ケーブル事業および現在の

屋台骨に育った電子材料事業をコア事業とし、次代を担う事業開発にも継続的か

つ積極的に取り組むことにより、中長期的な経営基盤の安定化、発展に努めてま

いります。

また、品質・コスト・納期・サービスの各面で顧客評価No.1を目指すとともに、

地球環境の保全に取り組み、顧客、株主、地域社会その他あらゆるステークホル

ダー（利害関係者）から信頼される企業活動を通じて、社会の発展に寄与するこ

とを経営の基本方針としております。

電線・ケーブル事業については、インフラ向け電線分野での各種コストダウン

の継続推進による一層の収益基盤の底上げを図るとともに、ＦＡ等機器用向け電

線分野において、海外を含むグループ会社との連携強化による事業体制の整備・

強化を進めることにより、足下収益水準の底上げおよび将来の事業拡大に向けた

諸施策を積極的に推進してまいります。
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電子材料事業においては、最終製品であるスマートフォン等携帯端末の高成長

が一服した状況のもと、エンドメーカーおよびそのサプライチェーンを含む世界

的な勢力図の変化が徐々に進んでおります。こうした中にあって、当社は当該用

途向け各種関連材料分野のうちの世界トップメーカーの一つとして、的確な施策

遂行により高シェアを確保し続けてきており、今後も当該シェアの維持を最大課

題と位置づけた事業展開を図ります。このため、製品ラインナップの充実を含む

顧客ニーズへの迅速、的確な対応を引き続き推進するとともに、製造をはじめと

する各種コストダウンの取組みを本格化させることにより、製品競争力の一層の

強化と収益力の確保に取り組んでまいります。

以上のほか、その他電子材料製品の事業伸長策を着実かつ計画的に進めるとと

もに、当社のもつコア要素技術を基礎とした周辺分野および新規分野での各種事

業開発を積極的に展開していくことにより、持続的発展を可能とする事業体制の

構築を図ります。

株主各位の一層のご支援とご理解を賜りますようお願い申し上げます。

(3) 設備投資等の状況

当期の設備投資の総額は、13億３千２百万円となりました。主な設備投資は、

電線・ケーブル事業および電子材料事業における効率化投資等であります。

(4) 資金調達の状況

当期中、増資あるいは社債発行による資金調達や新たな借入は行っておりませ

ん。
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(5) 財産および損益の状況の推移

区 分
平成23年度
(第 88 期)

平成24年度
(第 89 期)

平成25年度
(第 90 期)

平成26年度(当期)
(第 91 期)

売 上 高 45,809
百万円

46,411
百万円

51,179
百万円

55,028
百万円

経 常 利 益 3,347
百万円

5,859
百万円

4,847
百万円

5,462
百万円

当 期 純 利 益 1,877
百万円

2,780
百万円

3,331
百万円

3,349
百万円

１株当たり当期純利益 29.43
円

43.59
円

52.22
円

52.52
円

総 資 産 33,960
百万円

38,668
百万円

42,174
百万円

44,673
百万円

純 資 産 27,130
百万円

29,533
百万円

31,521
百万円

34,795
百万円

１株当たり純資産 425.28
円

462.98
円

494.06
円

545.50
円

(6) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

中国電線工業株式会社 90 100.0 電線の製造、加工および販売

立 井 電 線 株 式 会 社 50 75.0 電線の製造、加工および販売

株式会社タツタ環境分析センター 10 100.0 環境に係わる測定、分析

タツタ ウェルフェアサービス株式会社 10 100.0 工場施設等の清掃および物品管理業務等

常州拓自達恰依納電線有限公司 1,500 100.0 電線の製造、加工および販売

TATSUTA ELECTRONIC MATERIALS
MALAYSIA SDN.BHD. 281 100.0 ボンディングワイヤの製造および販売

(7) 主要な事業内容

区 分 内 容

電 線 ・ ケ ー ブ ル 事 業
裸線、ケーブル（電力用、光・通信用）、電線・ケーブル付属
品等の製造、販売および工事の設計、請負

電 子 材 料 事 業
電子材料（導電機能性材料、ボンディングワイヤ等）の製造、
販売

そ の 他
光部品関連製品等、機器システム製品の製造、販売および環
境分析事業
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(8) 主要な事業所

① 当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 大阪府東大阪市 札 幌 営 業 所 北 海 道 札 幌 市

東 京 支 店 東 京 都 港 区 仙 台 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市

名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市 大 阪 工 場 大阪府東大阪市

広 島 支 店 広 島 県 広 島 市 京 都 工 場 京都府福知山市

福 岡 支 店 福 岡 県 福 岡 市
タツタテクニカル
セ ン タ ー

京都府木津川市

(注) 平成27年４月１日付をもって、仙台営業所を廃止いたしました。
　
② 子会社

名 称 所 在 地

中 国 電 線 工 業 株 式 会 社 大阪府藤井寺市

立 井 電 線 株 式 会 社 兵 庫 県 加 東 市

株 式 会 社 タ ツ タ 環 境 分 析 セ ン タ ー 大阪府東大阪市

タツタ ウェルフェア サ ー ビ ス 株 式 会 社 大阪府東大阪市

常 州 拓 自 達 恰 依 納 電 線 有 限 公 司
中 国
江 蘇 省 常 州 市

TATSUTA ELECTRONIC MATERIALS MALAYSIA
SDN.BHD.

マ レ ー シ ア
セランゴール州

　
(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

男 性 625名 －

女 性 94名 12名増

合 計 719名 12名増

(10) 主要な借入先

借 入 先 借入金

百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 600

三 菱 UFJ 信 託 銀 行 株 式 会 社 300

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 150

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 98

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 98
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２ 会社の株式に関する事項

　(1) 発行可能株式総数 156,693,000株

　(2) 発行済株式の総数 70,156,394株（自己株式 6,369,775株を含む。）

　(3) 株 主 総 数 9,907名

(注) 前期末に比べ1,986名増加しました。

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

Ｊ Ｘ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 22,739 35.65

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口) 2,239 3.51

住 友 金 属 鉱 山 株 式 会 社 1,921 3.01

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 1,532 2.40

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140030 1,245 1.95

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 日 本 興 亜 株 式 会 社 1,179 1.85

稗 田 豊 1,015 1.59

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS ACCOUNT ESCROW 944 1.48

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 765 1.20

タ ツ タ 電 線 共 栄 会 563 0.88

(注) １.千株未満は切り捨てて表示しております。
２.当社は、自己株式6,369,775株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
　 また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

３ 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成27年３月31日現在）

氏 名 会社における地位および担当 重要な兼職の状況

木 村 政 信 代表取締役社長

橋 本 和 博 代 表 取 締 役
副社長執行役員

社長補佐（全般）
システム・エレクトロ
ニクス事業本部管掌
システム・エレクトロ
ニクス事業本部長

門 脇 信 好 取 締 役
常務執行役員

機器用電線事業部管掌 中国電線工業株式会社代表取
締役社長
常州拓自達恰依納電線有限公
司董事長

三 村 弘 治 取 締 役
常務執行役員

通信電線事業本部管掌
通信電線事業本部長
同事業本部営業総括部
長、同部東京支店長

中 野 紳一郎 取 締 役
常務執行役員

監査室管掌
総務部門管掌
総務部門長
総務部 総務・人事担当
部長
総務部 購買担当部長

タツタ ウェルフェアサービ
ス株式会社代表取締役社長

西 川 清 明 取 締 役
常務執行役員

技術部門管掌
通信電線事業本部管掌
技術部門長
通信電線事業本部副事
業本部長、同事業本部
生産総括部長、同部生
産管理部長

柴 田 徹 也 取 締 役
常務執行役員

総務部門管掌
システム・エレクトロ
ニクス事業本部管掌
総務部門副部門長
総務部 経理・財務担当
部長、同部企画担当部
長
システム・エレクトロ
ニクス事業本部副事業
本部長

TATSUTA ELECTRONIC
MATERIALS MALAYSIA
SDN.BHD. 取締役

檀 上 芳 郎 取 締 役 株式会社タツタ環境分析セン
ター代表取締役社長

髙 橋 靖 彦 取 締 役 中国電線工業株式会社取締役
常州拓自達恰依納電線有限公
司総経理

津 田 多 聞 取 締 役 津田公認会計士事務所代表
株式会社テクノアソシエ監査
役
新田ゼラチン株式会社監査役
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氏 名 会社における地位および担当 重要な兼職の状況

平 井 洋 行 常 勤 監 査 役

小笠原 亨 常 勤 監 査 役

吉 濱 浩 一 監 査 役 ＪＸ日鉱日石金属株式会社電
材加工事業本部総括室長
株式会社丸運監査役

三 浦 貴 彦 監 査 役 ＪＸホールディングス株式会
社監査部長

(注) １.取締役津田多聞氏は社外取締役であります。
２.監査役小笠原亨、吉濱浩一および三浦貴彦の３氏は社外監査役であります。
３.監査役吉濱浩一氏は、企業の経理部門の管理者の経験を有し、企業会計および財務に関

する豊富な経験と高い見識を持っております。
４.当社は、社外取締役津田多聞および社外監査役吉濱浩一の両氏を一般株主と利益相反が

生じるおそれのない独立役員として届出ております。
５.当期中の退任監査役は、次のとおりであります。

氏 名 退任時の会社における地位および担当 退 任 年 月 日

津 田 多 聞 監 査 役 平成26年６月27日(辞任)

合 田 清 監 査 役 平成26年６月27日(辞任)

(2) 取締役および監査役の報酬等の額

取締役10名 249百万円（うち社外１名５百万円）

監査役６名 43百万円（うち社外５名21百万円）
(注) １.取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２.当社は、平成18年６月29日開催の第82期定時株主総会において、取締役の報酬額を年
額360百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない）、平成26年６月27日
開催の第90期定時株主総会において、監査役の報酬額を年額56百万円以内と決議いた
だいております。

(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役津田多聞氏は、津田公認会計士事務所の代表であり、株式会社テ

クノアソシエおよび新田ゼラチン株式会社の社外監査役でありますが、いずれ

についても当社との間には特段の取引関係はありません。社外監査役小笠原亨

氏は常勤監査役であり、他社等の兼職先はありません。社外監査役吉濱浩一氏

は、ＪＸ日鉱日石金属株式会社の社員であり、同社は当社の発行済株式の約３

分の１を保有する大株主であるＪＸホールディングス株式会社の関係会社であ

りますが、同社と当社との間には特段の取引関係はありません。なお、同氏は、

株式会社丸運の社外監査役であり、同社と当社との間には製品運送等の取引関

係があります。また、社外監査役三浦貴彦氏は、ＪＸホールディングス株式会

社の社員であります。
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② 当事業年度における主な活動状況

当事業年度に開催した取締役会のうち、津田取締役は取締役就任後の10回中

10回すべてに出席しております。

当事業年度に開催した取締役会のうち、小笠原監査役は監査役就任後の10回

中10回、吉濱監査役は13回中12回、三浦監査役は監査役就任後の10回中９回、

それぞれ出席しており、適宜質問し、意見を述べています。また、当事業年度

の監査役会には、小笠原監査役は監査役就任後の10回中10回、吉濱監査役は14

回中13回、三浦監査役は監査役就任後の10回中９回、それぞれ出席し、監査結

果についての意見交換、監査に対する重要事項の協議を行っております。吉濱

監査役および三浦監査役は、欠席した取締役会および監査役会についても、常

勤監査役から会議の決議事項等について説明を受け、内容の把握に努めており

ます。

　

③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役津田多聞氏、社外監査役小笠原亨氏、社外監査役吉濱浩

一氏および社外監査役三浦貴彦氏と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく賠償の限度額は、法令が限定する

最低責任限度額であります。

　
５ 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

　
(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会計監査人と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結し

ておりません。

　
(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

イ 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 30百万円

ロ 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 0百万円

合計 30百万円

(注) １.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額には
これらの合計額を記載しております。

２.当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務(非監査業
務)として、株式取得に関する合意された手続業務を委託し、対価を支払っておりま
す。

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

30百万円

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月21日 17時54分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　
(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社都合の場合のほか、当該会計監査人が会社法、公認会計士法等の法令に違

反・抵触した場合および公序良俗に反する行為があったと判断した場合に、解任

または不再任について検討・審議いたします。

６ 会社の体制および方針
(1) 業務の適正を確保するための体制
① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制
ア. 当社の取締役および従業員（嘱託員、臨時員等を含む）は、職務の執行に
当たり、関連法令ならびに当社定款、企業行動規範、行動基準および個別の
社内規程等を遵守する。

イ. 内部監査組織である監査室は、内部監査規程および監査計画に基づき、会
計監査人、監査役との緊密な連携を保ちつつ、取締役および従業員の法令・
定款遵守状況を含む各監査を実施し、その結果を代表取締役に報告するとと
もに、改善事項等がある場合には当該部門に指示する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る稟議書、議事録等の文書その他の情報については、

法令および文書取扱規程等に従い、適切に作成、保存および管理（廃棄を含
む。）を行う。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
組織横断的リスク状況の監視および全社的対応はリスク管理委員会および総

務部が行い、各部門所管業務に付随するリスク管理は担当部門が行うこととす
る。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア. 取締役会は、取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、半期毎の予算
を決定し、３事業年度を期間とする中期経営計画を策定する。

イ. 各部門を担当する取締役は、予算および中期経営計画に基づき、各部門が
実施すべき具体的な施策および権限配分を含めた効率的な業務遂行体制を決
定する。

ウ. 取締役、常勤監査役、指名された執行役員等で構成する経営役員会を原則
として毎月第２週および第３週に開催し、業務遂行に関わる重要案件の審議、
報告、連絡、調整等を行う。

エ. 各部門を担当する取締役は、月次の業績および半期の収支見通しを毎月取
締役会に報告する。

オ. 取締役会は、この報告をレビューし、効率化を阻害する要因を排除・低減
するなどの改善を促すことにより、目標達成の確度を高め、業務の効率化を
実現する。
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⑤ 当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正
を確保するための体制
ア. 内部統制システムの構築は、子会社を含めた「タツタ電線グループ」とし
て厳正に運用し、内部統制委員会がこれに当たる。

イ. 原則として総務部が子会社を所管し、子会社の一定の事項については、当
社の経営役員会または取締役会において承認する。

ウ. 子会社の取締役を兼務する取締役が、子会社の月次の業績および半期の収
支見通しを毎月取締役会に報告する。

エ. 当社の監査室は、子会社の業務の適正を確保するための監査を実施する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査室は、監査役の要望した事項の内部監査を実施し、監査役に報告する。

監査役会は、監査室の人事異動について事前に報告を受け、必要がある場合は
人事異動の変更を申し入れることができる。

⑦ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制
ア. 取締役は、職務の執行状況を定期的に監査役に報告するとともに、法令・
定款違反またはそのおそれが生じたときは速やかに監査役に報告する。

イ. 従業員は、監査役の求めにより往査に応じるとともに、法令・定款違反ま
たはそのおそれが生じたときは速やかに上司を通じて監査役に報告する。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
取締役は、監査役が取締役会、経営役員会への出席等を通じて取締役の職務

執行を監査するとともに、会計監査人、内部監査担当部署との緊密な連携を保
ち、かつ、会計監査人の監査を活用し、効率的な監査が実施できるよう適切か
つ必要な環境整備を行う。

(2) 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、会社の持続的な成長により中長期的に株主価値を向上させることを目

標とし、事業実態、業績の動向および将来の発展に向けた設備投資のあり方等を
総合的に勘案したうえ、安定的な配当を継続することを配当の基本方針としてお
ります。当期の期末配当につきましては、１株当たり２円増配して７円とし、年
間配当額は、先に実施した中間配当と合わせ、１株当たり12円といたしました。

(本事業報告中の記載数字は、金額および株数については表示単位未満を切り捨て、比率その他につい
ては四捨五入しております。）
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貸 借 対 照 表
(平成27年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
百万円 百万円

流 動 資 産 30,339 流 動 負 債 7,827

現 金 及 び 預 金 951 買 掛 金 3,704

受 取 手 形 1,044 短 期 借 入 金 713

売 掛 金 12,357 1年内返済予定の長期借入金 236

製 品 1,581 未 払 金 836

仕 掛 品 3,932 未 払 費 用 932

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 505 未 払 法 人 税 等 1,234

前 払 費 用 17 預 り 金 28

繰 延 税 金 資 産 210 そ の 他 の 流 動 負 債 141

短 期 貸 付 金 9,300

未 収 入 金 291 固 定 負 債 1,772

そ の 他 の 流 動 資 産 146 長 期 借 入 金 1,010

退 職 給 付 引 当 金 28

環 境 対 策 引 当 金 179

固 定 資 産 13,042 製 品 保 証 引 当 金 9

有形固定資産 8,954 事業構造改善引当金 277

建 物 3,746 資 産 除 去 債 務 192

構 築 物 520 そ の 他 の 固 定 負 債 75

機 械 装 置 1,338

車 両 運 搬 具 5 負債の部合計 9,600

工 具 器 具 備 品 360 純 資 産 の 部

土 地 2,683 株 主 資 本 33,520

建 設 仮 勘 定 299 資 本 金 6,676

資 本 剰 余 金 4,726

無形固定資産 129 資 本 準 備 金 1,076

ソ フ ト ウ ェ ア 120 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,649

ソフトウェア仮勘定 1 利 益 剰 余 金 23,702

施 設 利 用 権 4 利 益 準 備 金 883

そ の 他 4 そ の 他 利 益 剰 余 金 22,818

配 当 引 当 積 立 金 1,128

投資その他の資産 3,957 研 究 開 発 積 立 金 1,600

投 資 有 価 証 券 487 価 格 変 動 積 立 金 300

関 係 会 社 株 式 2,002 設備合理化積立金 1,000

関係会社長期貸付金 438 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 437

長 期 前 払 費 用 15 特 別 償 却 準 備 金 57

前 払 年 金 費 用 800 別 途 積 立 金 2,915

繰 延 税 金 資 産 148 繰 越 利 益 剰 余 金 15,381

そ の 他 の 投 資 74 自 己 株 式 △1,584

貸 倒 引 当 金 △9 評価・換算差額等 261

その他有価証券評価差額金 174

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 86

純資産の部合計 33,781

資 産 合 計 43,381 負 債 ・ 純 資 産 合 計 43,381
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損 益 計 算 書
(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 51,215

売 上 原 価 38,718

売 上 総 利 益 12,497

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,034

営 業 利 益 5,462

営 業 外 収 益 219

受 取 利 息 及 び 配 当 金 67

雑 収 入 151

営 業 外 費 用 89

支 払 利 息 11

雑 支 出 77

経 常 利 益 5,593

特 別 利 益 180

固 定 資 産 売 却 益 180

税 引 前 当 期 純 利 益 5,773

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,889

法 人 税 等 調 整 額 △12 1,876

当 期 純 利 益 3,897
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株主資本等変動計算書
(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資本剰余金

利益準備金
そ の 他
利益剰余金

当 期 首 残 高 6,676 1,076 3,649 883 19,575 △1,583 30,277

　会計方針の変更による累積的影響額 △15 △15

会計方針の変更を反映した当期首残高 6,676 1,076 3,649 883 19,559 △1,583 30,261

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △637 △637

当 期 純 利 益 3,897 3,897

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 － 3,259 △0 3,258

当 期 末 残 高 6,676 1,076 3,649 883 22,818 △1,584 33,520

(単位：百万円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 111 △43 67 30,344

　会計方針の変更による累積的影響額 △15

会計方針の変更を反映した当期首残高 111 △43 67 30,329

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △637

当 期 純 利 益 3,897

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

63 130 193 193

当 期 変 動 額 合 計 63 130 193 3,452

当 期 末 残 高 174 86 261 33,781
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個別注記表
　
重要な会計方針に係る事項に関する注記

　1. 有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式…移動平均法による原価法。

そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの… 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して

おります。）。

時価のないもの… 移動平均法による原価法。

2. デリバティブの評価基準及び評価方法

　 時価法

　3. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　月別総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　4. 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

…定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額法。

無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

…ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法、それ以外の無形固定資産につい

ては定額法。

リ ー ス 資 産…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。

　5. 引当金の計上基準
　

貸 倒 引 当 金…売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数 (11年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており

ます。
環境対策引当金…「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別

措置法」によって、処理することが義務づけられているＰＣＢ廃棄物の処

理に係る費用の支出に備えるため、その処理費用見積額を計上しておりま

す。

製品保証引当金…納入した製品の保証に対する費用の支出に備えるため、今後発生すると見

込まれる金額を計上しております。

事業構造改善引当金…電線・ケーブル事業構造改善のため、今後発生が見込まれる費用及び損失

について、合理的に見積もられる金額を計上しております。
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　6. 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

　7. 重要なヘッジ会計の方法

　 (イ) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を採用しております。

　 (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

　為替予約取引 　外貨建金銭債権等

　商品先物取引 　原材料

　 (ハ) ヘッジ方針

　為替予約取引、商品先物取引は、社内規定に基づき、ヘッジ対象にかかる為替相場変動リ

スク及び原材料の価格変動リスクを回避するために行っております。

　 (ニ) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

　8. 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　9. 連結納税制度の適用

当社を親法人、子会社３社を子法人とする連結納税制度を適用しております。

　10．会計方針の変更

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号平

成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率

の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した

年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに

従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額

を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が23百万円増加し、利益剰余金が15百万円減少

しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽

微であります。

　
貸借対照表に関する注記

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

1. 有形固定資産の減価償却累計額 23,064百万円

2. 保証債務

　 従業員の住宅資金等の銀行借入金 1百万円

3. 関係会社に対する金銭債権 短期 1,340百万円

　 関係会社に対する金銭債務 短期 786百万円

長期 1百万円
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損益計算書に関する注記

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 関係会社との取引高 売 上 高 1,032百万円

営 業 費 用 299百万円

営業取引以外の取引高 73百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 6,369,775株

税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産 百万円

未払賞与 137

退職給付引当金 311

ゴルフ会員権評価損 24

事業税 101

環境対策引当金 56

製品保証引当金 3

減損損失 221

資産除去債務 62

事業構造改善引当金 89

その他 67

繰延税金資産小計 1,073

評価性引当額 △154

繰延税金資産合計 919

　 繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △208

退職給付信託設定益 △214

特別償却準備金 △27

その他有価証券評価差額金 △66

繰延ヘッジ損益 △42

繰延税金負債合計 △559

　 繰延税金資産の純額 359

（注）「所得税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年
度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降に解消されるも
のに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.64％から、回収又は支払が見込ま
れる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.06％、平成28年４月１
日以降のものについては32.26％にそれぞれ変更されております。 その結果、繰延税金資産
の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が31百万円減少し、当事業年度に計上された
法人税等調整額が40百万円増加しております。
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関連当事者との取引に関する注記

　 子会社

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の所有 (被
所有 )割合
( ％ )

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
中国電線
工業㈱

大阪府
藤井寺
市

90
電線・ケー
ブルの生産、
販売

100
資金貸借
役員の兼任

資金貸借 421 借入金 610

支払利息 1 未払利息 0

子会社
立井電線
㈱

兵庫県
加東市

50
電線・ケー
ブルの生産、
販売

75
資金貸借
役員の兼任

資金貸借 1,400 貸付金 1,400

受取利息 5 未収利息 3

　 兄弟会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の所有 (被
所有 )割合
( ％ )

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

パンパシ
フ ィ ッ
ク・カッ
パー㈱

東京都
港区 104,650

電気銅・硫
酸、貴金属
等 の 生 産、
販売

―
原料銅等の
仕入

原料仕入 9,756 買掛金 12

その他の
関係会社
の子会社

JX日鉱日
石ファイ
ナンス㈱

東京都
港区

400 貸金業 ― 資金運用

貸付金 7,694

貸付金 8,173

受取利息 12

(注) 1. 貸付金の利率については、貸付時の市場金利を参考にして交渉の上、決定しており
ます。

2. 借入金の利率については、借入時の市場金利をもとに決定しております。
3. 原料銅等の購入については各社から提示された価格により、通常行われている価格

を参考にして交渉の上、決定しております。
4. 上記取引額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。
　 （中国電線工業㈱、立井電線㈱及びJX日鉱日石ファイナンス㈱の期末残高を除く）
5. 資金貸借および貸付金の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。
　 （立井電線㈱の取引金額を除く）

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 529円60銭

2. １株当たり当期純利益 61円10銭

重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月15日

タツタ電線株式会社

　 取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員

公認会計士 廣田 壽俊 ㊞
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 和田林一毅 ㊞

業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、タツタ電線株式会社の平成26年４
月１日から平成27年３月31日までの第91期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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連結貸借対照表
(平成27年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額

【資 産 の 部】 百万円 【負 債 の 部】 百万円

流 動 資 産 32,403 流 動 負 債 7,638

現 金 及 び 預 金 2,029 支払手形及び買掛金 3,929

受取手形及び売掛金 14,828 1年内返済予定の長期借入金 246

製 品 1,771 リ ー ス 債 務 2

仕 掛 品 4,087 未 払 金 964

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 776 未 払 費 用 1,041

繰 延 税 金 資 産 252 未 払 法 人 税 等 1,245

短 期 貸 付 金 8,173 そ の 他 209

そ の 他 483

貸 倒 引 当 金 △1

固 定 資 産 12,270 固 定 負 債 2,239

有形固定資産 10,488 長 期 借 入 金 1,050

建 物 及 び 構 築 物 4,552 リ ー ス 債 務 4

機械装置及び運搬具 1,629 退職給付に係る負債 329

工 具 器 具 備 品 427 総合設立厚生年金基金引当金 106

土 地 3,559 環 境 対 策 引 当 金 179

リ ー ス 資 産 6 製 品 保 証 引 当 金 9

建 設 仮 勘 定 313 事業構造改善引当金 277

資 産 除 去 債 務 208

無形固定資産 241 そ の 他 74

ソ フ ト ウ ェ ア 128

ソフトウェア仮勘定 1

施 設 利 用 権 4 負 債 合 計 9,878

の れ ん 101 【純資産の部】

そ の 他 5 株 主 資 本 34,627

資 本 金 6,676

投資その他の資産 1,540 資 本 剰 余 金 4,536

投 資 有 価 証 券 713 利 益 剰 余 金 24,998

長 期 前 払 費 用 47 自 己 株 式 △1,584

退職給付に係る資産 455 その他の包括利益累計額 168

繰 延 税 金 資 産 236 その他有価証券評価差額金 234

そ の 他 97 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 86

貸 倒 引 当 金 △9 為 替 換 算 調 整 勘 定 90

退職給付に係る調整累計額 △242

純資産合計 34,795

資 産 合 計 44,673 負 債 ・ 純 資 産 合 計 44,673

― 22 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月21日 17時54分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連結損益計算書
(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 55,028

売 上 原 価 41,679

売 上 総 利 益 13,349

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,974

営 業 利 益 5,374

営 業 外 収 益 224

受 取 利 息 及 び 配 当 金 24

雑 収 入 199

営 業 外 費 用 136

支 払 利 息 40

雑 支 出 96

経 常 利 益 5,462

特 別 利 益 215

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1

固 定 資 産 売 却 益 214

特 別 損 失 375

減 損 損 失 300

固 定 資 産 除 却 損 67

工 場 等 移 転 費 用 7

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,302

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,966

法 人 税 等 調 整 額 △7 1,959

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 3,343

少 数 株 主 損 失 △6

当 期 純 利 益 3,349
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連結株主資本等変動計算書
(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 6,676 4,536 22,302 △1,583 31,931

会計方針の変更による累積的影響額 △15 △15

会計方針の変更を反映した当期首残高 6,676 4,536 22,286 △1,583 31,915

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △637 △637

当 期 純 利 益 3,349 3,349

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － 0 2,712 △0 2,711

当 期 末 残 高 6,676 4,536 24,998 △1,584 34,627

(単位：百万円)

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少 数 株
主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 152 △43 99 △624 △416 6 31,521

会計方針の変更による累積的影響額 △15

会計方針の変更を反映した当期首残高 152 △43 99 △624 △416 6 31,505

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △637

当 期 純 利 益 3,349

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

81 130 △9 381 584 △6 578

当期変動額合計 81 130 △9 381 584 △6 3,289

当 期 末 残 高 234 86 90 △242 168 － 34,795
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社数 ６社 中国電線工業株式会社
株式会社タツタ環境分析センター
タツタ ウェルフェアサービス株式会社
常州拓自達恰依納電線有限公司
TATSUTA ELECTRONIC MATERIALS MALAYSIA SDN.BHD.
立井電線株式会社

　(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、常州拓自達恰依納電線有限公司及びTATSUTA ELECTRONIC MATERIALS
MALAYSIA SDN.BHD.の決算日は、12月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の
財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って
おります。
　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　(3) 会計処理基準に関する事項
　 ①重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ・有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております）。
時価のないもの… 移動平均法による原価法。

　 ・デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法によっております。

　 ・棚卸資産の評価基準及び評価方法
　主として月別総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。

　 ②重要な減価償却資産の減価償却方法
・有形固定資産
(リース資産を除く)

…定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）については定額法。

・無形固定資産
(リース資産を除く)

…ソフトウェア（自社利用）については社内における見込利用可能期
間（５年）に基づく定額法。それ以外の無形固定資産については定
額法。

・リ ー ス 資 産…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。

　 ③重要な引当金の計上基準
　 ・貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。
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　 ・役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

　 ・総合設立厚生年金基金引当金

　子会社１社が加入している西日本電線工業厚生年金基金の積立不足金（平成26年3月31日

現在5,993百万円）につき将来の拠出金増加に備え、負担相当額を合理的な方法により見積

もっております。

　 ・環境対策引当金

　「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によっ

て、処理することが義務づけられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出に備えるた

め、その処理費用見積額を計上しております。

　 ・製品保証引当金

　納入した製品の保証に対する費用の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を

計上しております。

　 ・事業構造改善引当金

　電線・ケーブル事業構造改善のため、今後発生が見込まれる費用及び損失について、合理

的に見積もられる金額を計上しております。

　 ④退職給付に係る会計処理の方法

　・退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

　・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

　・小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 ⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該在外子会社等の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めております。
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　 ⑥重要なヘッジ会計の方法

(イ) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採用しております。

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

　為替予約取引 　外貨建金銭債権等

　商品先物取引 　原材料

(ハ) ヘッジ方針

　為替予約取引、商品先物取引は、社内規定に基づき、ヘッジ対象にかかる為替相場変動

リスク及び原材料の価格変動リスクを回避するために行っております。

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

　 ⑦のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、その効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間において均等

償却することとしております。

　 ⑧消費税等の会計処理…税抜方式によっております。

　 ⑨連結納税制度の適用…連結納税制度を適用しております。

会計方針の変更

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」

という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号平成27年３月

26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針

第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するととも

に、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近

似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加

重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従っ

て、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利

益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が23百万円増加し、利益剰余金が15百万円

減少しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与え

る影響は軽微であります。
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連結貸借対照表に関する注記

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

1. 有形固定資産の減価償却累計額 29,995百万円

2. 保証債務

　 従業員の住宅資金等の銀行借入金 1百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

　1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 70,156,394株

　2. 配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成26年５月27日
取 締 役 会

普通株式 318百万円 ５円 平成26年３月31日 平成26年６月６日

平成26年10月28日
取 締 役 会

普通株式 318百万円 ５円 平成26年９月30日 平成26年12月４日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成27年５月26日
取 締 役 会

普通株式
利益剰
余金

446百万円 ７円
平成27年
３月31日

平成27年
　６月５日
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金融商品に関する注記

　 １．金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用について短期的な預金等や安全性の高い金融資産で運用し、ま

た、資金調達については銀行借入による方針です。デリバティブは、後述するリスクを回避

するため利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスク

に関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行

うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。また、外貨建営

業債権は為替相場の変動リスクに晒されているため、主なものは為替予約取引を利用してヘ

ッジしております。有価証券及び投資有価証券は、主に社債及び取引先企業との業務に関連

する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グ

ループの資金運用規程に従い、運用規則を定め、半期毎に余資運用の方針の承認を得るとと

もに計画と実績を報告しております。短期貸付金は、余資運用の一環として実施しているも

のであり、貸付先の信用リスクを考慮し、安全性と収益性との均衡を図っております。貸付

先については信用状況を定期的に把握する体制としています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であります。長期借入金は主

に設備投資に係る資金調達です。営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、

当社では、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

　デリバティブ取引は、外貨建債権等に係る為替相場の変動リスクに対するヘッジを目的と

した為替予約取引、原材料に係る価格変動リスクに対するヘッジを目的とした商品先物取引

であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有

効性の評価方法等については、「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する

注記等」の（3）⑥（重要なヘッジ会計の方法）に記載しております。デリバティブ取引の

執行・管理については、取引権限等を定めた社内管理規程に従って行っており、また、デリ

バティブの利用に当たっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関及び商社

とのみ取引を行っております。

　 (3) 信用リスクの集中

当連結会計年度の決算日現在における営業債権のうち、46％が特定の大口顧客に対するも

のであります。
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　 ２．金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれ
ていません。

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額(※1）
（百 万 円）

時 価(※1）
（百 万 円）

差 額
（百 万 円）

（１）現金及び預金 2,029 2,029 ―

（２）受取手形及び売掛金 14,828 14,828 ―

（３）短期貸付金 8,173 8,173 ―

（４）投資有価証券

　 その他有価証券 646 646 ―

（５）支払手形及び買掛金 (3,929) (3,929) ―

（６）長期借入金 (1,296) (1,299) △3

（７）デリバティブ取引(※2) 127 127 ―

（※1）負債に計上されているものについては、（）で示しています。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については（）で示しております。
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、並びに（３）短期貸付金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっています。

（４）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格
又は取引金融機関から提示された価格によっております。

（５）支払手形及び買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっています。

（６）長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。

（７）デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの：商品先物取引の時価については、商社等か
ら提示された価格等に基づき算定しております。
②ヘッジ会計が適用されているもの：商品先物取引の時価については、商社等から
提示された価格等に基づき算定しております。なお、為替予約の振当処理によるも
のは、ヘッジ対象とされている債権と一体として処理されているため、その時価は
当該債権の時価に含めて記載しております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額66百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるため、「（４）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 545円50銭

2. １株当たり当期純利益 52円52銭

重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月15日

タツタ電線株式会社

　 取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員

公認会計士 廣田 壽俊 ㊞
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 和田林一毅 ㊞

業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、タツタ電線株式会社の平成26年４月１日
から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、タツタ電線株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第91期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見
として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取
締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行
が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。なお、金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制については、取締役
等及び新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に
基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。なお、金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制については、本監
査報告書の作成時点において開示すべき重要な不備は発見されていない旨の報告を取締役等
及び新日本有限責任監査法人から受けております。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成27年５月18日

タツタ電線株式会社 監査役会
常勤監査役 平 井 洋 行 ㊞
常勤監査役 小笠原 亨 ㊞
監 査 役 吉 濱 浩 一 ㊞
監 査 役 三 浦 貴 彦 ㊞

(注) 常勤監査役小笠原亨、監査役吉濱浩一、監査役三浦貴彦は、会社法第２条第16号及び第335
条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

　第１号議案 定款一部変更の件（監査等委員会設置会社への移行について）

　 1. 変更の理由

　(1)平成26年６月27日に公布された「会社法の一部を改正する法律」（平成26年

法律第90号）による改正後の会社法（以下「改正会社法」という。）が施行さ

れることにより、新たに監査等委員会設置会社への移行が可能となります。

　当社は、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員と

することにより、取締役会の監督機能を強化し、当社のコーポレート・ガバナ

ンスの充実を図るという観点から、監査等委員会設置会社へと移行いたしたい

と存じます。これに伴い、監査等委員会および監査等委員に関する規定の新設

ならびに監査役会および監査役に関する規定の削除を行うものであります。

　(2)また、改正会社法によって、責任限定契約を締結することができる役員等範

囲が変更されることに伴い、業務執行を行わない取締役につきましても、責任

限定契約を締結することができることとして、定款の一部を変更するものであ

ります。

　なお、この変更については、各監査役の同意を得ております。

　 2. 変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

なお、本定款変更は本総会終結の時をもって効力が発生するものとします。

(下線は変更部分)

現 行 定 款 変 更 案

第４章 取締役および取締役会 第４章 取締役および取締役会

（取締役の員数）

第18条 当会社の取締役は、17名以内とする。

（新設）

（取締役の員数）

第18条 当会社の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）は、17名以内とする。

② 当会社の監査等委員である取締役は５名以

内とする。
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役の選任）

第19条 取締役は、株主総会で選任する。

② 取締役の選任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をも

って行う。

③ 取締役の選任決議は、累積投票によらない。

（取締役の選任）

第19条（現行どおり）

② 取締役の選任決議は、監査等委員である取

締役とそれ以外の取締役を区別して、議決権

を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の過半数をもって行う。

③（現行どおり）

（取締役の任期）

第20条 取締役の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時までとする。

（新設）

（新設）

（取締役の任期）

第20条 取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の任期は、選任後１年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までとする。

② 監査等委員である取締役の任期は、選任後

２年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会終結の時までとする。

③ 補欠のため選任された監査等委員である取

締役の任期は、退任した監査等委員である取

締役の任期の満了する時までとする。

（取締役会の招集）

第21条 取締役会の招集通知は、各取締役およ

び各監査役に対し、会日より３日前に発する

ものとする。ただし、緊急の必要がある場合

には、この期間を短縮することができる。

（取締役会の招集）

第21条 取締役会の招集通知は、各取締役に対

し、会日より３日前に発するものとする。た

だし、緊急の必要がある場合には、この期間

を短縮することができる。

（代表取締役および役付取締役）

第22条 当会社を代表する取締役は、取締役会

の決議によってこれを定める。

② 取締役会は、その決議をもって、取締役会

長１名、取締役社長１名ならびに取締役副社

長、専務取締役および常務取締役各若干名を

定めることができる。

（代表取締役および役付取締役）

第22条 当会社を代表する取締役は、取締役

（監査等委員である取締役を除く。）の中から

取締役会の決議によってこれを定める。

② 取締役会は、その決議をもって、取締役

（監査等委員である取締役を除く。）の中から、

取締役会長１名、取締役社長１名ならびに取

締役副社長、専務取締役および常務取締役各

若干名を定めることができる。
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現 行 定 款 変 更 案

（新設） （重要な業務執行の決定の委任）

第23条 取締役会は、会社法第399条の13第６項

の規定により、その決議によって重要な業務

執行（同条第５項各号に掲げる事項を除く。）

の決定の全部または一部を取締役に委任する

ことができる。

第23条～第24条 （条文省略） 第24条～第25条 （現行どおり）

（取締役の責任軽減）

第25条 当会社は、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる取締役（取

締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、

法令の限度において、取締役会の決議によっ

て免除することができる。

② 当会社は、会社法第427条第１項の規定によ

り、社外取締役との間に、任務を怠ったこと

による損害賠償責任について法令が規定する

額を限度とする旨の契約を締結することがで

きる。

（取締役の責任軽減）

第26条（現行どおり）

② 当会社は、会社法第427条第１項の規定によ

り、取締役（業務執行取締役等である者を除

く。）との間に、任務を怠ったことによる損害

賠償責任について法令が規定する額を限度と

する旨の契約を締結することができる。

第26条 （条文省略） 第27条 （現行どおり）

第５章 監査役および監査役会 （削除）

第27条～34条 （条文省略） （削除）

（新 設） 第５章 監査等委員および監査等委員会

（新 設） （監査等委員会の設置）

第28条 当会社は、監査等委員会を置く。

（新 設） （監査等委員会の招集）

第29条 監査等委員会の招集通知は、各監査等

委員に対し、会日より３日前に発するものと

する。ただし、緊急の必要がある場合には、

この期間を短縮することができる。
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現 行 定 款 変 更 案

（新 設） （常勤監査等委員）

第30条 監査等委員会はその決議により、常勤

の監査等委員若干名を選定することができる。

（新 設） （監査等委員会規程）

第31条 監査等委員会に関する事項は、法令ま

たは本定款に別段の定めがある場合のほか、

監査等委員会で定める監査等委員会規程によ

る。

第６章 会計監査人 第６章 会計監査人

第35条～第36条 （条文省略） 第32条～第33条 （現行どおり）

第７章 計算 第７章 計算

第37条～第40条 （条文省略） 第34条～第37条 （現行どおり）

(新 設)

(新 設)

(新 設)

（附則）

１ 当会社は、第91期定時株主総会終結前の行

為に関する会社法第423条第１項所定の監査役

（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任

を、法令の限度において、取締役会の決議に

よって免除することができる。

２ 第91期定時株主総会終結前の社外監査役

（社外監査役であった者を含む。）の行為に関

する会社法第423条第１項の賠償責任を限定す

る契約については、なお同定時株主総会の決

議による変更前の定款第34条第２項の定める

ところによる。
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　第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件

　当社は第１号議案「定款一部変更の件」が可決されることにより、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。また、本総会終結の時をもって取締役10名全員が

任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。

以下本議案において同じ。）９名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　その候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

１
木　村　政　信
き むら まさ のぶ

(昭和24年11月５日生)

昭和48年４月 日本鉱業株式会社 入社

72,200株

平成９年４月 株式会社ジャパンエナジー 知多製

油所工務部長

平成10年６月 同社 水島製油所副所長

平成13年４月 同社 理事 精製部門エンジニアリ

ングセンター副センター長

（兼）水島製油所副所長

平成13年６月 同社 理事 精製部門主席（工務担

当）

　 (兼)精製部門エンジニアリン

グセンター長
平成15年４月 株式会社ジャパンエナジー（新設分

割による新会社）精製部工務担当部

長

平成15年５月 同社 水島製油所副所長

平成16年４月 同社 執行役員 知多製油所長

平成18年４月 同社 執行役員 水島製油所長

平成19年４月 同社 常務執行役員

平成20年４月 当社 顧問

平成20年６月 当社 専務取締役 執行役員

通信・電線部門生産本部長

通信・電線部門管掌

平成22年４月 当社 通信・電線部門生産総括部長

平成22年６月 当社 代表取締役社長（現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

２
外　池　
との いけ

廉 太 郎
れん た ろう

(昭和28年９月６日生)

昭和53年４月 日本鉱業株式会社 入社

-株

平成12年４月 日鉱金属株式会社 金属事業部 総括

室長

平成20年４月 同社 執行役員 経営企画部 企画担

当部長

平成22年４月 JXホールディングス株式会社 執行

役員 企画１部長

平成24年６月 同社 取締役 常務執行役員

　 企画１部管掌
平成26年６月 同社 取締役 常務執行役員

　 企画１部・企画２部管掌（現

在に至る）

３
三　村　弘　治
み むら こう じ

(昭和28年４月21日生)

昭和51年４月 当社 入社

20,980株

平成13年４月 当社 システム・エレクトロニクス
事業部 企画管理室長

平成14年４月 タツタ システム・エレクトロニク
ス株式会社出向

平成17年６月 当社 執行役員
平成20年１月 当社 福知山工場 副工場長

（兼）同工場総務部長
平成21年４月 当社 通信・電線部門 企画業務部長
平成21年６月 当社 取締役（現在に至る）

通信・電線部門担当
平成22年４月 当社 東京支店長

通信・電線部門営業総括部電
線営業部長
通信・電線部門営業総括部担
当

平成22年６月 当社 通信電線事業本部 営業総括部
長（現在に至る）
(兼)電線営業部長
(兼)同部東京営業部長
通信電線事業本部 営業総括部
担当

平成23年７月 当社 通信電線事業本部 営業総括部
東京支店長（現在に至る）

平成24年４月 当社 通信電線事業本部長（現在に
至る）
通信電線事業本部担当

平成24年５月 当社 通信電線事業本部 営業総括部
産業電線営業部長

平成25年６月 当社 常務執行役員（現在に至る）
通信電線事業本部管掌（現在
に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

４ 西　川　清　明
にし かわ きよ あき

(昭和30年10月20日生)

昭和55年４月 日本鉱業株式会社 入社

8,100株

平成15年10月 日鉱金属加工株式会社 執行役員 倉

見工場副工場長
平成16年４月 同社 倉見工場長

平成18年４月 日鉱金属株式会社 理事

平成20年４月 同社 上席参与

日鉱金属(蘇州)有限公司 総経理

平成23年４月 当社 顧問

海外事業準備室長

平成23年６月 当社 取締役（現在に至る）

海外準備室担当

執行役員

平成24年４月 当社 通信電線事業本部生産総括部

通信電線事業本部生産総括部

大阪工場長
平成24年５月 当社 通信電線事業本部生産総括部

生産管理部長

(兼)同部大阪製造部長

(兼)同部技術部長

(兼)同部改革プロジェクト室

長
平成25年１月 当社 通信電線事業本部生産総括部

製造部製造担当部長

平成25年６月 当社 常務執行役員（現在に至る）

通信電線事業本部副事業本部

長（現在に至る）
(兼)同事業本部 生産総括部

長（現在に至る）
(兼)同部 生産管理部長（現

在に至る）
通信電線事業本部管掌（現在

に至る）
平成26年７月 当社 技術部門長（現在に至る）

　 (兼)同部門 設備技術部長（現

在に至る）
　 技術部門管掌（現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

５ 髙　橋　靖　彦
たか はし やす ひこ

(昭和31年１月18日生)

昭和58年４月 当社 入社

11,900株

平成17年７月 当社 福知山工場 製造部長

平成19年２月 当社 大阪工場 製造部長

平成19年12月 当社 大阪工場長

平成20年６月 当社 執行役員

平成22年４月 当社 研究開発部門長

平成22年６月 当社 取締役（現在に至る）

研究開発部門担当

通信電線事業本部生産総括部

担当

平成23年７月 当社 技術部門長

技術部門 研究開発部長

技術部門担当

平成25年４月 当社 技術部門 知的財産部長

平成25年６月 中国電線工業株式会社取締役（現在

に至る）
常州拓自達恰依納電線有限公司 副

総経理
平成26年６月 常州拓自達恰依納電線有限公司 総

経理（現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

６ 柴　田　徹　也
しば た てつ や

(昭和33年１月30日生)

昭和55年４月 日本鉱業株式会社 入社

8,100株

平成19年５月 当社 出向

タツタ システム・エレクトロニク

ス株式会社 経営企画室副室長
平成21年４月 当社 参与

タツタ システム・エレクトロニク

ス株式会社 経営企画室長
平成21年６月 当社 執行役員

平成22年４月 当社 システム・エレクトロニクス

事業本部管理室長
平成22年７月 当社 システム・エレクトロニクス

事業本部副事業本部長（現在に

至る）
平成23年５月 当社 システム・エレクトロニクス

事業本部 新拠点建設プロジェ

クト室長
平成23年６月 当社 取締役（現在に至る）

システム・エレクトロニクス

事業本部担当
平成25年６月 当社 常務執行役員（現在に至る）

総務部門管掌（現在に至る）

システム・エレクトロニクス

事業本部管掌（現在に至る）
総務部門副部門長（現在に至

る）
総務部 経理・財務担当部長

（現在に至る）
総務部 企画担当部長（現在に

至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

７
辻
つじ

　 正　人
まさ と

(昭和33年３月11日生)

昭和55年４月 日本鉱業株式会社 入社

12,000株

平成18年４月 当社 出向

　 通信・電線事業部営業本部 情
報通信営業部 副部長

平成20年６月 当社 通信・電線部門 営業本部 情
報通信営業部長

平成21年４月 当社 参与
平成21年６月 当社 執行役員（現在に至る）
平成23年７月 当社 技術部門 フォトエレクトロニ

クスプロジェクト室 営業担当
部長

平成24年６月 当社 技術部門 フォトエレクトロニ
クスプロジェクト室 副室長

平成25年１月 当社 システム・エレクトロニクス
事業本部 管理室 副室長

平成25年４月 当社 タツタテクニカルセンター長
(現在に至る)

平成25年６月 当社 システム・エレクトロニクス
事業本部 管理室長（現在に至
る）

　 システム・エレクトロニクス
事業本部担当（現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

８
檀
だん

　上
じょう

　芳　郎
よし お

(昭和28年１月11日生)

昭和51年４月 当社 入社

12,600株

平成13年７月 当社 福知山工場 製造部長

平成15年６月 当社 福知山工場長

平成16年４月 当社 執行役員

平成19年12月 当社 通信・電線部門 生産本部生産

総合管理室長
(兼)同室設備技術部長

(兼)同室品質保証部長

(兼)同室ＴＰＭ推進部長

平成20年６月 当社 取締役(現在に至る)

通信・電線部門 生産本部生産

総合管理室担当
平成21年10月 当社 業務革新推進室長

業務革新推進室担当

平成22年４月 当社 通信・電線事業部門 品質保証

部担当

平成22年６月 当社 通信電線事業本部 生産総括部

担当

通信電線事業本部 生産総括部

長
通信電線事業本部 品質保証部

長

平成23年４月 当社 設備技術部担当

平成23年５月 株式会社タツタ環境分析センター

代表取締役社長(現在に至る）

平成24年４月 当社 通信電線事業本部副事業本部

長

通信電線事業本部担当
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

９
山　道
やま みち

　 修
おさむ

(昭和28年６月23日)

昭和47年４月 当社 入社

5,400株

平成19年12月 当社 通信・電線部門 企画業務部
（生産計画担当）副部長

平成21年９月 当社 通信・電線部門 生産本部 京
都工場 副工場長
(兼)同工場総務部長

平成22年４月 当社 通信・電線部門 生産総括部
京都工場長

平成23年６月 当社 執行役員（現在に至る）

平成23年７月 当社 通信電線事業本部 生産総括部
京都製造部長

平成24年５月 当社 通信電線事業本部 生産総括部
審議役

　 (兼)同本部 営業総括部 業務
部 副部長

平成24年10月 当社 総務部門 総務部 購買担当部
長

平成25年６月 当社 通信電線事業本部 営業総括部
審議役

　 (兼)同部 業務部長
　 通信電線事業本部担当
　 総務部門担当

平成26年４月 当社 機器用電線事業部長(現在に至
る)

　 機器用電線事業部担当（現在
に至る）

(注) 当社と取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者との間には、特別の利害関係はあり

ません。
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　第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

　当社は第１号議案「定款一部変更の件」が可決されることにより、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役３名の選

任をお願いいたしたいと存じます。

　その候補者は、次のとおりであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

氏 名

(生 年 月 日)
略歴、地位および重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

1
小笠原
お がさわら

　亨
とおる

(昭和35年３月21日生)

昭和58年４月 共同石油株式会社 入社

-株

平成18年４月 株式会社ジャパンエナジー 営業企画

部上席参事
平成22年７月 JX日鉱日石エネルギー株式会社 総合

企画部 副部長
平成24年７月 同社 CSR推進部長

平成26年６月 当社 監査役（現在に至る）

2 津　田　多　聞
つ だ た もん

(昭和27年12月19日生)

昭和50年４月 株式会社住友銀行（現 株式会社三井

住友銀行）入社

-株

昭和56年４月 アーサーアンダーセン会計事務所 入

所
昭和60年３月 公認会計士登録
平成６年12月 センチュリー監査法人（現 新日本有

限責任監査法人）社員
平成12年11月 監査法人 太田昭和センチュリー（現

新日本有限責任監査法人）代表社員
平成20年７月 新日本有限責任監査法人シニアパート

ナー
平成24年７月 津田公認会計士事務所 代表（現在に

至る）
平成25年６月 当社 監査役

株式会社テクノアソシエ監査役（現在

に至る）
平成26年６月 当社 取締役（現在に至る）

新田ゼラチン株式会社 監査役（現在

に至る）

3
安　江　英　行
やす え ひで ゆき

(昭和24年９月３日生)

昭和48年４月 丸紅株式会社 入社

-株

平成４年４月 同社 法務部国際法務第一室長
平成13年４月 同社 法務部長
平成17年４月 同社 執行役員 法務部長
平成19年４月 同社 常務執行役員 リスクマネジメン

ト部・法務部担当役員補佐
平成20年６月 同社 代表取締役常務執行役員 総務

部・リスクマネジメント部・法

務部担当
平成21年６月 同社 常勤監査役
平成25年６月 同社 常勤監査役 退任
平成26年１月 東京丸の内法律事務所カウンセル(現

在に至る)
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(注) １．当社と監査等委員である取締役候補者との間には、特別の利害関係はありません。

２．(１)小笠原亨氏、津田多聞氏および安江英行氏は、いずれも社外取締役候補者です。

(２)小笠原亨氏は、直接経営に関与した経験はありませんが、事業会社における企画管

理について豊富な経験と高い見識を有しており、当社の社外取締役として適任であ

ると判断しております。

(３)津田多聞氏は、直接経営に関与した経験はありませんが、公認会計士として企業会

計監査業務において長年にわたる豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の社

外取締役として適任であると判断しております。なお、津田多聞氏は、現在当社の

社外取締役であり、本総会時におけるその在任年数は１年です。

(４)安江英行氏は、事業会社の経営者および監督者としての豊富な経験・実績・見識を

有しており、また、米国および英国の弁護士資格を有していることから、当社経営

についての的確な提言・助言をいただけるものとして、当社の社外取締役として適

任であると判断しております。

３．津田多聞氏は、現在当社の社外取締役であり、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、届け出ております。同氏は３年前まで当社の会計監査人で

ある新日本有限責任監査法人に所属しておりました。当社と同監査法人との間には、監

査報酬等の支払等の取引関係がありますが、その金額は同監査法人の総収入に占める割

合が0.1％にも満たない僅少なものです。また、同氏は、平成17年度まで同監査法人にお

いて当社の監査業務に携わっておりましたが、以後一切当社の監査業務には関わってい

ないことから、同氏と株主との間で利益相反となるおそれはないと判断しております。

４．安江英行氏につきましては、当社は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、届け出ております。同氏は現在、東京丸の内法律事務所の所属であり、当社と同事

務所との間には顧問契約等の取引関係はないことから、同氏と株主との間で利益相反と

なるおそれはなく、同氏は東京証券取引所の定める独立役員の資格を満たしております。

５．当社は、現在津田多聞氏および小笠原亨氏との間で会社法第423条第1項の賠償責任を限

定する契約を締結しており、両氏の選任をご承認いただいた場合は、当該契約を改めて

締結する予定であります。また、安江英行氏の選任をご承認いただいた場合は、同様の

賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、３氏に対する当該契約に基

づく賠償の責任の限度は法令が規定する最低責任限度額です。
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　第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額設定の件

　当社は第１号議案「定款一部変更の件」が可決されることにより、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、改正会社法第361条第１項および第

２項の定めに従い、現在の取締役の報酬等の額に関する定めに代えて、取締役

（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ。）の報酬等の額を、

経済情勢等諸般の事情を考慮して、「年額３億6,000万円以内」と定めることとさ

せていただきたく存じます。

　なお、上記取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含ま

ないものといたしたいと存じます。

　現在の取締役は10名（うち社外取締役１名）ですが、第１号議案「定款一部変

更の件」および第２号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任

の件」が可決されますと、取締役は９名となります。

　

　第５号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件

　当社は第１号議案「定款一部変更の件」が可決されることにより、監査等委員

会設置会社へ移行いたします。つきましては、改正会社法第361条第１項および第

２項の定めに従い、監査等委員である取締役の報酬等の額を、経済情勢等諸般の

事情を考慮して、「年額5,600万円以内」と定めることとさせていただきたく存じ

ます。

　第１号議案「定款一部変更の件」および第３号議案「監査等委員である取締役

３名選任の件」が可決されますと、監査等委員である取締役は３名となります。

以 上

― 47 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月21日 17時54分 $FOLDER; 47ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



至 難波 至 奈良
近鉄奈良線若江岩田駅

門

駅前市街地

再開発ビル

「希来里」

工事中

タツタ電線㈱
本社･大阪工場

府
道
八
尾
枚
方
線

商
店
街

株主総会会場ご案内略図

大阪府東大阪市岩田町２丁目３番１号

当会社 本社３階大会議室

◎最寄りの駅 近鉄奈良線 若江岩田駅

※最寄りの駅から株主総会会場までに工事中の箇所
がございますので、ご通行にご注意ください。
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